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３ 研究目的 

 

 

本研究は、ものつくりやサービスを含めた様々な産業分野で地盤

沈下の危機が指摘されている日本企業の活性化を支援する教育

プログラムをオープンイノベーションという視点から実現しよ

うとするものである。 

 

2003年の Chesbrough著”Open Innovation: The New Imperative 

for Creating and Profiting from Technology”を契機として、

外部の広範な技術ベースを活用し一時の低迷から抜け研究出し

たプロプター・ギャンブルの Coonect＋Development（C&D）や M&A

による新技術獲得によりインターネット産業の巨人となったシ

スコ。システムズ等のオープンイノベーションが一躍注目を浴び

ることとなった。日本でも、経団連をはじめとする経済団体や通

商産業省・自治体がこれに注目し、企業間や産学連携といったオ

ープンイノベーションに関わる取り組みを進めている。しかし、

そこで行われている活動の大部分は、自社の情報を出したがらな

い日本企業の体質に目をつむったまま、彼らにとって安心できる

技術ニーズとシーズのマッチィングの場の提供にとどまってお

り、その成功例もほとんどないのが現状である。 

このような取り組みが上手くいかない原因は本研究代表者が行



  

ってきたアニュアルレポートに基づく企業行動に関する研究や

研究パートナーである英国ケンブリッジ大学の研究成果からも

明確になってきている。すなわち、オープンイノベーションの成

功は、単に内部と外部の技術の融合にあるのではない。オープン

イノベーションの成功要因や阻害要因はニーズとシーズのマッ

チングの良否ではなく、オープンイノベーションを採用する企業

の内部そのものにある。企業の文化やマネジメントシステム、さ

らには経営者を含めた人的スキル、そしてモチベーション、更に

それを実行する戦略の一貫性がオープンイノベーションの成否

を大きく左右する。このようなオープンイノベーションを可能と

する文化、システム、スキル、モチベーション、そして戦略の一

貫性こそが企業の競争力の源泉となるコアコンピタンスそのも

のであり、それを支える人材の教育こそが、今の日本のビジネス

スクールに求められていると確信している。 

 

本研究では、オープンイノベーションを支える人材を育成するた

めの教育プログラムの確立を目指すものである。 

ここで対象とする人材は以下のとおりである。 

① オープンイノベーションを企業のビジネス戦略にインプリメ

ントできる経営人材 

② オープンイノベーション活動を通じて新しい製品・サービス

を具現化する開発人材 

③ 次世代の社会や産業の成長を担うべき学生 

 

このような広範な人材層に的確な教育を提供するため、本研究で

は、オープンイノベーションの調査研究に基づくケーススタデ

ィ・ベースの講義と、Github、ハッカソンといった新しい製品・

サービス開発手法とワークショップを組み込んだプロジェク

ト・ベース・ラーニング（PBL）からなるオープンイノベーショ

ン教育プラットフォームの構築を目指す。 

 

本研究は以下の三つの項目からなる。また、その関係を次図に示

す。 

① 日本企業のオープンイノベーションの課題の明確化のため

の調査研究 

② 上記調査結果を反映させたオープンイノベーション教育プ

ラットフォームの設計・構築 

③ 上記プラットフォームによるトライアル教育と、その結果を

踏まえた本格的なオープンイノベーション教育の実現 

 



  

 

GitHub（ギットハブ）とは、ソフトウェア開発プロジェクトの

ための共有ウェブサービスとして始まったが、今ではそれだけに

とどまらず、ハードウェアデザインやサービス仕様決定、国際標

準策定そして大学における教育手法としての活用も行われてお

り、いわば様々な用途でのコラボレーションを支援する最も先端

的なソーシャル・プラットフォームである。 

ハッカソンとは、「ハック」と「マラソン」を組み合わせた造語

で、プログラマーたちが限られた時間の中で技術とアイデアを競

い合う開発イベントとして始まったが、最近ではビジネスモデル

構築や製品・サービス企画、さらには３Dプリンタを駆使したも

のつくりにまでその範囲が広がっている。「時間的、環境的な制

約の多いハッカソンでは、単新しい発想による企画力、それを形

にする技術力、仲間同士のコミュニケーションから進行管理ま

で、オープンイノベーションの基礎となる能力が養成できる。 

 

本研究では、この教育プラットフォームの上に、京都を中心とす

る企業（中小も含む）、自治体、さらには DBS を含む同志社のリ

ソースを活用した PBLベースの製品・サービス開発プロジェクト

を実施し、その過程を通じた企業内部変革のあり様を詳細に分析

し、教育プログラムにフィードバックさせていく。 

候補となるプロジェクトには以下のようなものがある。 

① 家電・情報系の組み込みソフト 

② スマートフォン、タブレット用のアプリケーション 

③ ３Dプリンター用ソフトウェア 

④ IoTに代表される新規なハードウェア 

 

ここで訴求する教育プログラムは、日本のビジネススクールおけ

る Github やハッカソン等のソーシャル開発環境利用の先鞭をつ

けるものであり、同志社ビジネススクールの教育プログラム開発

の先進性を世に知らしめるだけでなく、欧米のビジネススクール



  

の経営の大きな柱になっているエグゼクティブプログラムを含

むノンディグリー・プログラムの拡充につながるものになると確

信している。 

４ 研究計画 

 

 

 

 

本研究は、以下のような項目とスケジュールで進められる。 

 

2015年度：準備期間 

① これまでの研究成果をベースにした体系的なオープンイノ

ベーション関連科目開発 

マイルストーン 

 キックオフシンポジウム（12月） 

 第 1期参加企業および学内参加者の募集・選考（1月） 

 第 1期参加者の意識合わせのためのキックオフワークシ

ョップ（3月） 

2016年度 

② 第 1期オープンイノベーション教育プログラムの実施 

マイルストーン 

 中間成果報告（10月） 

 第 2期参加企業および学内参加者の募集・選考（1月） 

 DBS オープンイノベーションシンポジウム：成果発表会

を兼ねる（3月） 

 第 2期参加者の意識合わせのためのキックオフワークシ

ョップ（3月） 

2017年度 

③ 第 2期オープンイノベーション教育プログラムの実施 

マイルストーン 

 中間成果報告（10月） 

 第 3期参加企業および学内参加者の募集・選考（1月） 

 DBS オープンイノベーションシンポジウム：成果発表会

を兼ねる（3月） 

 

注：第 3期実施は DBS学生には正規のディグリー・プログラムと

して、外部受講生には有料プログラムとして実施 

５ 期待される成

果 

① 世の中に先駆けた教育プログラムの開発 

② 新しい形の産官学連携の実現 

③ ノンディグリー・プログラムの開発による DBS経営基盤の安

定化 

６ 研究成果の発

表方法 

 

① DBSシンポジウム 

② DBSの教育プログラムとして提供 


